
 

○嘉麻市浄化槽設置整備事業補助金交付規程 

令和元年１０月１日 

告示第５８号 

改正 令和３年４月１日告示第５４号 

令和３年９月１５日告示第１０１号 

令和４年３月３１日告示第３５号 

令和６年４月１日告示第１３号 

令和７年４月１日告示第３７号 

令和８年４月１日告示第〇〇号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、嘉麻市浄化槽の普及に関する条例（平成１８年嘉麻市

条例第１１４号）第４条の規定に基づき、生活雑排水による公共用水域等

の水質汚濁を防止するため、浄化槽設置者に対する、予算の範囲内におけ

る嘉麻市浄化槽設置整備事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」という。）

第２条第１号に規定する浄化槽であって、生物化学的酸素要求量（以下

「BOD」という。）除去率９０パーセント以上、放流水のBOD２０ミリグ

ラム／リットル（日間平均値）以下の機能を有するとともに、合併処理

浄化槽設置整備事業における国庫補助指針（平成４年１０月３０日付け

衛浄第３４号。以下「国庫補助指針」という。）が適用される浄化槽に

あっては、国庫補助指針に適合するものをいう。 

（２） 住宅 主に居住の用に供する建物及び延べ床面積の２分の１以上

を居住の用に供する建物（以下「併用住宅」という。）をいう。 

（３） 人槽区分 建築物の用途別によるし尿浄化槽の処理対象人員算定

基準により算定した人員（建築物の使用状況により当該算定人員が実情

に沿わないと考えられる場合は、当該算定人員の実情に応じて算定した



 

人員）を基に区分したものをいう。 

（４） 単独処理浄化槽 環境省関係浄化槽法施行規則（昭和５９年厚生

省令第１７号）第１条第３号に規定するみなし浄化槽をいう。 

（５） 汲み取り便槽 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）

第２９条に規定するくみ取便所の便槽をいう。 

（６） 転換 単独処理浄化槽又は汲み取り便槽を浄化槽に入れ替えるこ

とをいう。 

（７） 更新 既設の浄化槽の老朽化に伴う更新を行うことをいう。 

（８） 処分 転換に伴う単独処理浄化槽又は汲み取り便槽の清掃、消毒、

汚泥処理、撤去、運搬及び最終処分をいう。 

（９） 配管 生活排水を浄化槽に流入させるため、又は浄化槽で処理し

た水を公共用水域等に放流させるために必要な管渠、ポンプ設備及びま

すをいう。 

（一部改正〔令和３年告示５４号・８年〇〇号〕） 

（補助対象区域） 

第３条 この告示の対象となる区域は、市内の全ての区域とする。ただし、

嘉麻市地域汚水処理施設条例（平成１８年嘉麻市条例第１１５号）に定め

る汚水処理施設の処理区域を除く。 

（追加〔令和３年告示５４号〕） 

（補助対象者） 

第４条 市長は、住宅に浄化槽を設置しようとする者に対して補助金を交付

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、

補助金を交付しない。 

（１） 法第５条第１項の規定による設置の届出の審査又は建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による確認を受けずに、

浄化槽を設置する者 

（２） 汚水処理の未普及解消につながらない浄化槽を設置する者。ただ

し、災害による家屋の建て替えなどに伴い浄化槽を再設置する者を除く。 

（３） 住宅を借りている者で賃貸人の承諾が得られないもの 



 

（４） 販売又は賃貸を目的とした住宅及び法人等が所有する住宅に浄化

槽を設置する者 

（５） 主たる生計の場ではない住宅に浄化槽を設置する者 

（６） 福岡県合併処理浄化槽普及促進協議会が定める浄化槽設置工事基

準に適合しない施工により浄化槽を設置した者 

（７） 補助金の申請年度の２月末日までに浄化槽を設置することができ

ない者 

（８） 補助金を申請する年度の２月末日までにおいて、浄化槽を設置し

ている住所と住民基本台帳に記録されている住所が異なる者 

（９） 公共事業等の移転補償の対象となる者 

（１０） 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

及び世帯員に嘉麻市建設工事等競争入札参加者の資格及び審査等に関す

る規則（平成１８年嘉麻市規則第１６６号）第６条第２号に規定する市

税等の滞納がある者 

（１１）更新申請においては、次に掲げる者 

ア 浄化槽の長寿命化計画（維持管理要領書等も含む。）に基づいた  

浄化槽の長寿命化のための措置を適切に行っていない者 

イ 法に定められた維持管理（保守点検、清掃及び法定検査）を過去３

年以上継続して実施しておらず、かつ、法に基づく都道府県等からの

指導等を遵守していない者 

ウ 浄化槽に老朽化に伴う劣化又は破損が認められるものの、技術的又

は経済的な要因から補修等を行うことが合理的である者 

（一部改正〔令和３年告示５４号・６年１３号・８年〇〇号〕） 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、浄化槽の設置に要する費用に相当する額とし、別表

第１の人槽区分に応じ定める額を限度とする。 

２ 併用住宅に設置する浄化槽については、居住の用に供する部分のみを算

定するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、更新を行う場合において、既に設置された

合併処理浄化槽の処分が必要であるとき、又は転換を行う場合において、



 

既に設置された単独処理浄化槽若しくは汲み取り便槽の処分若しくは配管

設置工事が必要であるときは、別表第２の区分ごとに定める経費の区分に

応じ定める額を限度として、同項の額に加算する。ただし、加算する金額

に１，０００円未満の端数が生じた場合は、その端数は切り捨てる。 

（一部改正〔令和３年告示５４号・６年１３号・７年３７号・８年

〇〇号〕） 

（補助金の交付申請） 

第６条 申請者は、あらかじめ、嘉麻市浄化槽設置整備事業補助金交付申請

書（様式第１号、以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添付して、

市長に提出しなければならない。 

（１） 位置図（付近見取図） 

（２） 住宅平面図（配置配管図） 

（３） 工事請負契約書の写し 

（４） 浄化槽設置届出書及び受理書の写し 

（５） 誓約書兼同意書（様式第２号） 

（６） 小型合併処理浄化槽機能保証登録証 

（７） 浄化槽整備士免状又は修了証書の写し 

（８） 浄化槽確認シート・登録証の写し・登録浄化槽管理票（C票）（１

０人槽以下のみ） 

（９） 住宅等を借りている者にあっては、賃貸人の承諾書 

（１０） 納付状況等調査同意書（様式第３号） 

（１１） 合併処理浄化槽の更新が必要な理由書（様式第４号）（更新申

請時のみ） 

（１２） 現況届 

（１３） 委任状（浄化槽の所有者以外が申請書を提出する場合） 

（１４） その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、前項の申請について代理人に委任することができる。この場

合において、申請者は委任状（様式第５号）を提出しなければならない。 

（一部改正〔令和３年告示５４号・６年１３号・８年〇〇号〕） 

（補助金の交付決定及び通知書類） 



 

第７条 市長は、前条の補助金交付申請書の提出があったときは、速やかに、

その内容を審査して、補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金を交付すると決定した者に対しては嘉

麻市浄化槽設置整備事業補助金交付決定通知書（様式第６号）により、交

付しないと決定した者に対しては嘉麻市浄化槽設置整備事業補助金不交付

決定通知書（様式第７号）により、それぞれ通知する。 

（一部改正〔令和３年告示５４号・８年〇〇号〕） 

（補助金の交付申請の変更及び承認等） 

第８条 前条第２項の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助

対象者」という。）は、同項の規定による補助金交付決定通知を受けた後、

補助金申請内容を変更するとき又は補助事業を中止し、若しくは廃止しよ

うとするときは、嘉麻市浄化槽設置整備事業補助金変更承認申請書（様式

第８号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の変更承認申請書の提出があったときは、速やかに、その

内容を審査して、承認することを決定した者に対しては嘉麻市浄化槽設置

整備事業補助金変更承認通知書（様式第９号）により、承認しないことを

決定した者に対しては嘉麻市浄化槽設置整備事業補助金変更不承認通知書

（様式第１０号）により、それぞれ通知するものとする。 

３ 補助対象者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業

の遂行が困難となったときは、速やかに、市長に報告して、その指示を受

けなければならない。 

（一部改正〔令和３年告示５４号・８年〇〇号〕） 

（実績報告） 

第９条 補助対象者は、補助金に係る事業完了後１月以内又は当該年度の２

月末日のいずれか早い日までに、嘉麻市浄化槽設置整備事業補助金実績報

告書（様式第１１号）に次の書類を添付して、市長に提出しなければなら

ない。 

（１） 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写

し（補助対象者が自ら当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う場合にあっ

ては、自ら行うことができることを証明する書類） 



 

（２） 浄化槽設置状況検査依頼書（法第７条）及び領収書の写し 

（３） 浄化槽設置工事完了届出書の写し 

（４） 浄化槽使用開始報告書の写し 

（５） 転換又は更新を行う場合にあっては、（更新・転換）結果報告書

（様式第１２号）及び産業廃棄物管理票（マニフェスト）（便槽撤去し

た場合のみ） 

（６） 浄化槽設置工事写真 

（７） 浄化槽設置工事のチェックリスト 

（８） その他市長が必要と認める書類 

（一部改正〔令和３年告示５４号・７年３７号・８年〇〇号〕） 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定により提出された実績報告書を審査し、補助

事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合する

と認めるときは、補助金の交付額を確定し、嘉麻市浄化槽設置整備事業補

助金交付額確定通知書（様式第１３号）により、速やかに、補助対象者に

通知する。 

（一部改正〔令和３年告示５４号・８年〇〇号〕） 

（補助金の請求） 

第１１条 市長は、前条の規定による補助金の交付額の確定後、嘉麻市浄化

槽設置整備事業補助金交付請求書（様式第１４号）による補助対象者の請

求に基づき、補助金を交付する。 

（一部改正〔令和３年告示５４号・８年〇〇号〕） 

（補助金の交付の取消し） 

第１２条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、

補助金の交付の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 不正な手段により補助金を受けたとき。 

（２） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（３） 補助金交付の条件に違反したとき。 

（一部改正〔令和３年告示５４号〕） 

（補助金の返還） 



 

第１３条 市長は、補助金の交付を取り消した場合において、当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助金の返還を命

ずることができる。 

（一部改正〔令和３年告示５４号〕） 

（工事の確認） 

第１４条 市長は、補助事業を適正に執行するため、浄化槽の設置工事を適

宜現地において確認する。 

（一部改正〔令和３年告示５４号〕） 

（適用除外） 

第１５条 この告示に定める補助金は、国、県又は市等の公共団体並びに事

業活動に供する施設及びこれに附帯する建築物の浄化槽には適用しないも

のとする。 

（一部改正〔令和３年告示５４号〕） 

（嘉麻市補助金等交付規則との関係） 

第１６条 この告示に定めのない補助金の交付手続等については、嘉麻市補

助金等交付規則（平成１８年嘉麻市規則第４９号）の定めによらなければ

ならない。 

（一部改正〔令和３年告示５４号〕） 

（補則） 

第１７条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

（一部改正〔令和３年告示５４号〕） 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前嘉麻市浄化槽設置整備事業補助金交付規則（平成１８

年嘉麻市規則第１０４号）によってした行為は、この告示によるものとみ

なす。 

附 則（令和３年４月１日告示第５４号） 

（施行期日） 



 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現に手続中の補助金等は、なお従前の例による。 

附 則（令和３年９月１５日告示第１０１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、改正後のそれぞれの告示の規定は、

令和３年４月１日から適用する。 

（様式に関する経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるそれぞれの告示に規定する旧書式による用

紙は、当分の間、なお所要の修正をして使用することができ、又は現に残

存するものについては、これを使用することができる。 

附 則（令和４年３月３１日告示第３５号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年４月１日告示第１３号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年４月１日告示第〇〇号） 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

別表第１（第５条関係） 

（全部改正〔令和３年告示５４号〕） 

人槽区分 限度額 

５人槽 ３３２，０００円

７人槽 ４１４，０００円

１０人槽 ５４８，０００円

別表第２（第５条関係） 

（追加〔令和３年告示５４号〕、一部改正〔令和４年告示３５号・

６年１３号・７年３７号・８年〇〇号〕） 

 



 

加算額 

 

 

区分 処分費 配管設置費 

単独処理浄化槽 １５０，０００円 ３３０，０００円

汲み取り便槽 １２０，０００円 ３３０，０００円

合併処理浄化槽（更新） １５０，０００円


